

















紛案」江蘇省無錫市濱湖区人民法院2013年 2 月 8 日判決（2012）錫濱民初字第1138








法院研究室副主任） 「最高人民法院発布加強案例指導工作情況」 （2015年 6 月 2 日公表）、 
http://www.chinacourt.org/article/subjectdetail/id/MzAwNEhNNIABAA%3D%3D.
shtml　2016年 5 月 3 日アクセス）。










































































（ 6 ）　郭鋒・前掲注（ 1 ）。
（ 7 ）　陳興良教授は、「実質的には判例としての性格を有するもの」であり、「案例指
導制度は、中国の特色のある判例制度であるといってもよい」と述べている（陳興






















良（金光旭訳）「中国における案例指導制度」Review of Asian and Pacific Studies 
No. 37、66頁）。日本でも多くの研究成果が発表されている。案例指導制度の形
成・現状及び問題点などについて、但見亮「『案例指導』の現状と機能─『中国








































94　　早法 92 巻 3 号（2017）
　江蘇省無錫市浜湖交通警察の認定











　Y 2 の主張：事故の経過に関する認定及び責任を認め、X の損害は、
Y 1 が強制保険額の範囲内において優先的に賠償を行う。鑑定費用につい
ては、裁判所の判断に委ね、その他の各費用については、保険会社の意見
に従う。Y 2 はすでに X に20,000元の賠償を行った。
　裁判所の認定：2012年 2 月10日14時45分頃、Y 2 は No 蘇 MT1888の車
を運転して、江蘇省無錫市浜湖区蠡湖大道に沿って、北から南へ進行し、
交差点で道を渡っている X に接触し、けがを負わせた。2 月11日、警察は
「道路交通事故認定書」を作成し、Y 2 が事故の全責任を負い、X に責任
がないことを認定した。事故発生当日、X はすぐに病院に運ばれ、治療
を受け、医療費である30,006元のうち、Y 2 が20,000元を支払った。Y 2
は治療の期間中、月2,200元でお手伝いの方に来てもらっていた。事故を
起こした車は Y 1 保険会社で車交通事故強制保険に加入しており、保健期











　 1 審江蘇省無錫市浜湖区人民法院は、2013年 2 月 8 日に（2012）錫浜民
初字第1138号判決において、次のように判示した。
　① 　Y 1 は判決の効力発生の日から10日以内 X に医療費、入院中の食事
代、栄養補給費用、障害賠償金、看護費用、交通費、精神損害の慰謝
料計45343.54元を支払うこと。
　② 　Y 2 は判決の効力発生の日から10日以内に X に医療費、入院中の
食事補助費用、栄養補給費用、鑑定費用用計4040元を支払うこと。
　③ 　それ以外の X の請求を棄却する。判決後、X がこれを不服として
上訴した。





　② 　Y 1 は本件決の効力発生の日から10日以内に X に52258.05元を賠償
する。
　③ 　Y 2 は本件判決の効力発生の日から10日以内に X に4040元を賠償
する。
　④ 　それ以外の X の請求を棄却する。





















































































































































































































































































































































































































（49）　2002年 2 月20日国務院第55回常務会議採択、同年 9 月 1 日より公布・施行、 7






































布、2004年 5 月 1 日より施行36条からなる。















　2010年 3 月 2 日12時40分、Y 2 がタクシーを運転して、交差点を左折す
るときに X の運転する電気自転車に衝突し、X にけがを負わせた。交通
警察の湖公交認時（2010）第02800017号道路交通認定書は、本件事故にお






（52）　X（原告、被上訴人）が Y 1 （被告、上訴人、保険会社）、Y 2 （被告、被上
訴人、タクシー運転手）及び Y 3 （被告、被上訴人、タクシー運営会社）に対し
て交通事故による損害賠償請求事件（本件上訴審（2011）浙湖民終字第232号民事
判決、（2011年 8 月 1 日、浙江省湖州市中級人民法院）、原審：（2011）湖呉民初字
第151号民事判決（2011年 4 月26日、湖州市呉興区人民法院）、）。
交通事故による損害賠償と被害者の特殊な体質に関する基礎的考察（胡）　　109





















　2010年 1 月12日、被害者 T（X らの家族）が、K が運転する病院の小型
バスと Y 2 が運転する車との出合い頭事故で負傷し、入院して治療を行
ったが、死亡した。T は、事故前に病気のため、通院していた。治療を行
った大学病院が家族に対して発行した病状に関する通知書によると、病状





























の原則を適用せず、Y は自らの不法行為により X にもたらした特定の直
接経済的損失について賠償責任を負わなければならない。……被害者 X









第 2 回目の鑑定では交通事故の X の障害に対する寄与度は25％であり、




















本件 1 審時に行われた鑑定結果によれば、Y 病院の診療行為と患者の死亡
（55）　2012年 5 月26日浙江省安吉県人民法院の（2011）湖安民初字第784号判決（最
高人民法院中国裁判文書網（2016年 4 月25日アクセス））。
（56）　2014年 4 月 4 日、山東省高級人民法院裁定書（2013）魯民申字第1287号（ 2
審、山東省済南市中級人民法院（2012）済民二終字第541号民事判決（最高人民法
院中国裁判文書網2016年 5 月 3 日アクセス）。



























（57）　2014年 4 月 9 日、浙江省富陽市人民法院民事判決書（最高人民法院中国裁判文
書網2016年 5 月 3 日アクセス）。
（58）　2014年 5 月19日山東省東営市中級人民法院民事判決（2014）東民一終字第108




























号（ 1 審、2012年12月 7 日（2012）開民一初字第2770号民事判決。 2 審、2013年 6
月24日（2013）長中民一終字第00593号）。本件判決は、指導性案例24号が公布され
る前の 1 審と 2 審の事件だが、指導性案例24号が公布された後に再審を求めたこと
によって出された再審判決である。
114　　早法 92 巻 3 号（2017）
　裁判例⑨
（60）


















告 X に対して下した 9 級障害の鑑定意見は、頸椎ヘルニアをベースにし
た臨床診断に基づくものであり、また、鑑定意見は交通事故の寄与度を45
〜55％とし、損害の結果をもたらした主な原因と認定しているが、本件交


































（62）　2015年 6 月19日浙江省杭州市中級人民法院（2015）浙杭民終字大1012号（ 1
審、2015年 1 月27日浙江省建徳市人民法院（2014）杭建民初字第698号）。























































































（66）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 頁参照。


























中級人民法院（2009）浙温民終字第1385号は、被告 Y 病院の過失は原告 X







120　　早法 92 巻 3 号（2017）
て本件医療事故の全責任を負わせることは公平の原則に反する。Y の過
失及び医療事故をもたらした寄与度［原因力］の大小に基づき、本件にお































































122　　早法 92 巻 3 号（2017）




























































































　権利侵害責任法 6 条 1 項は、行為者が故意・過失により他人の民事上の
権利・利益を侵害した場合には、不法行為責任を負わなければならない、
（76）　浜上則雄「損害賠償法における『保証理論』と『部分的因果関係』の理論」













































（81）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 頁参照。































































































るときに Y が運転する車に衝突された。また、X が本件自動車事故につ
（91）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・10頁参照。
（92）　諸佳英・姜麗麗「自身疾病因素在刑、民因果関係及責任承担中的認定」人民法






















































































































132　　早法 92 巻 3 号（2017）
を基礎の上に立つところの社会的な価値の体系を反映する」「法的価値判
断
（101）
」をいかに確保するのかが、問題であろう。また、誤解を恐れずに言え
ば、「公平の原則」に従い、被害者の特殊な体質による寄与度を割合的に
解決（＝損害の公平な分担））するという裁判所の判断は、むしろ当事者間
の利益衡量を図った解決であり、「利益衡量論」に親和的であるといえる。
結局、「同種の事件」でも、裁判所によってまったく異なる判断が下され、
「主観性」を免れることができない
（102）
。
　そこで、最高人民法院は、「権力」を行使して社会の実情及び当事者間
の紛争解決の「公正・公平」に合致した、「指導性案例」を選定して「同
案同判」（同種の事件には、同一の解決）を「実現」し、法的安定性と予測
可能性の担保を図ることにしている。さらに、指導性案例24号の公布によ
って、被害者の特殊な体質に関連する損害賠償制度の「損害塡補」という
目的だけでなく、不法行為に対する「予防及び制裁」（権利侵害責任法 1
条）という目的に重点を置くようになったと解することができよう。
（101）　川島武宜『科学としての法律学』〔新版〕（弘文堂、1964年）61頁、山田卓生・
前掲注（100）・110─111頁。
（102）　山田卓生・前掲注（100）・109頁以下参照。
